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中国地方整備局が担う役割
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中国地方整備局は、社会資本（インフラ）の整備・管理を通じて、

「国民の命と暮らしを守る」

中国地方整備局が担う役割

社会資本（infrastructure）とは・・・
●河川・ダム・砂防・などの国土保全防災施設
●道路・鉄道・港湾・空港などの交通基盤施設

河川・ダム・砂防 道路 港湾

建設分野 港湾空港分野
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国土交通省（中国地方整備局）の組織
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職員数と官署の所在
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農業用ダム

排水機場

水路・クリーク

ため池

都市・市街地

調整池

排水樋門

水田
「田んぼダム」

農地・農業水利施設を活用した主な流域治水対策の支援事業

令和５年６月 農林水産省農村振興局
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◇近年、気候変動の影響により激甚化・頻発化する水災害等に対し、流域のあらゆる関
係者が協働して取り組む「流域治水」の着実な推進が求められています。

◇都市、市街地の近傍や上流域には農地が広がり、多くの農業用ダム、ため池、排水施
設等が位置していることから、これらの農地・農業水利施設の多面的機能を活かした取
組が必要です。

◇農林水産省では、流域治水の取組を推進する施設の整備から管理に至るまで一連の
取組を様々な事業制度により支援しています。

◇この事業制度を行政機関のみならず、農業団体や農業者の皆様方へ紹介し、現場に
おける流域治水の推進に寄与すべく、この冊子を作成しました。

はじめに
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流域治水の取組を推進する事業制度～施設の整備から管理まで～

①国営かんがい排水事業
②水利施設整備事業
③基幹水利施設管理事業
④水利施設管理強化事業

②水利施設整備事業
⑦農業競争力強化農地整備事業

農地中間管理機構関連農地整備事業
国営農用地再編整備事業
農地耕作条件改善事業

⑧多面的機能支払交付金

①国営かんがい排水事業
国営総合農地防災事業

②水利施設整備事業
③基幹水利施設管理事業
④水利施設管理強化事業
⑤農業水路等長寿命化・防災減災事業
⑥農村地域防災減災事業

④水利施設管理強化事業
⑤農業水路等長寿命化・防災減災事業
⑥農村地域防災減災事業

ダ

排

田

池

［中央図：国⼟交通省公表図に加筆］

農業用ダムの活用

水田の活用
（田んぼダム） ため池の活用

排水施設等の活用
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事業
実施
主体

都道府県
市町村

土地改良区
等

目
的

農業用ダムの活用
水田の活用「田んぼダム」
排水施設等の活用

■事業名：国営かんがい排水事業<国営洪水調節機能機能強化事業>
■実施内容：「既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた基本方針」に基づく

治水協定を締結済み又は締結する見込みの農業用ダムの利水機能の確
保及び洪水調節機能強化のための農業水利施設の整備

※老朽化した排水施設の改修等については、国営かんがい排水事業の
他の事業メニューでも実施可能

■実施要件：農業水利施設の新設、廃止又は変更で、
１）治水協定を締結済み又は締結する見込み
２）治水協定ダムの洪水調節に利用可能な容量の増大
３）受益面積が500ha以上（畑の場合にあって技術的要件を満たす場合
は、100ha以上） 等

■国庫負担率：農林水産省２／３、北海道・離島７５％、沖縄・奄美９０％ 等

■事業名：水利施設整備事業
■支援内容：

（１）農業用ダムの洪水調節機能の運用に必要な水管理システムの整備や
堆砂対策による貯水容量の確保、地区内の施設更新に併せた洪水調
節機能の強化に資する農業水利施設の整備。

（２）「田んぼダム」の取組地域において湛水による営農への影響を最小限
とする農業水利施設の基幹から末端までの一体的な整備の支援

■実施要件：
（１）洪水調整機能強化型

農業水利施設の新設、廃止又は変更で、
１）治水協定を締結済み又は締結する見込みがある水系で実施

２）洪水調節に利用可能な容量の増大又は事前放流等の円滑な実施に
必要な施設整備

３）緊急水管理システム整備事業の実施に際しては、河川管理者にデー
タを提供するための機器の整備に限り、治水協定により新たに整備を要
するダム 等

（２）流域治水推進型

受益面積がおおむね２００ｈａ以上でそのうちの５割以上で「田んぼダム」
の取組が実施又は実施見込みであり、次の地域を対象。

１）流域治水プロジェクトが策定・公表された水系又は当該年度中に策
定・公表される見込みの水系で実施

２）治水協定の締結が完了している水系又は当該年度中に締結される見
込みの水系で実施

３）地方自治体が策定・締結する防災に係る計画・協定に位置付けられた
もの又は当該年度中に位置付けられる見込みのもの

■国庫負担率：農林水産省・北海道５０％、沖縄８０％、奄美６５％ 等

① 国営かんがい排水事業／国営総合農地防災事業 ② 水利施設整備事業

事業
実施
主体

国
目
的

農業用ダムの活用
排水施設等の活用

ダ 排

排

田ダ

排水機場
の整備

排水路
の整備

■事業名：国営総合農地防災事業（豪雨災害対策型）

■実施内容：豪雨により排水能力不足が顕著となった排水施設の豪雨災害
を防止するための排水施設の整備

■実施要件：
１）受益面積がおおむね3,000ha以上
２）総事業費がおおむね100億円以上
３）末端支配面積がおおむね300ha以上。ただし、流域治水プロジェクトが

策定された水系で実施するもの等の一定の要件を満たす場合にあって
は、おおむね100ha以上

４）おおむね過去10年間に想定を上回る豪雨による農地、農作物及び農
業水利施設に関する被害額が当該地域の農業取得額の10％を超過し
た地域で実施

■国庫負担率：農林水産省２／３、北海道７５％

［「排水施設の活用」に限る］

排水能力
Q=45.0m3/s

排水能力
Q=16.3m3/s
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④ 水利施設管理強化事業

事業
実施
主体

都道府県
市町村

目
的

農業用ダムの活用
排水施設等の活用
ため池の活用

■事業名：水利施設管理強化事業
■支援内容：

（１）農業水利施設の持つ多面的機能に対し、役割に応じた取
組にかかる費用を支援

（２）流域治水計画等に位置付けられた農業水利施設の管理に
係る掛り増し経費の支援

■実施要件：
ダム、頭首工等及びこれらと一元管理を行う幹線用排水路であって、
（１）一般型

治水協定ダムの洪水調節機能強化の発揮及び地域防災計画に位置
付けた施設の防災・減災機能を含む多面的機能の発揮等に対応した維
持管理に係る費用の支援

（２）特別型

流域治水プロジェクト等に位置付けられた農業水利施設（一般型の施
設を除く）の流域治水にかかる次の①又は②の取組支援

１）流域治水推進のための管理体制構築等に係るもの

２）治水協定ダムの事前放流、農業用ため池の低水位管理、農業水利
施設を活用した事前排水

■国庫負担率：１／２

排水機場 排水樋門

■事業名：基幹水利施設管理事業

■支援内容：国営土地改良事業によって造成された地方公共団
体が管理している施設のうち、大規模で公共・公益性の高い施
設の管理に係る経費を支援

■実施要件：
ダム、頭首工等及びこれらと一元管理を行う幹線用排水路であって、
（１）一般型

１）国により都道府県または市町村へ管理委託された施設
２）１施設当たりの受益面積が概ね1,000ha以上(畑にあっては300ha以上)
３）非農地率概ね10％以上

４）施設の規模等に係る要件に該当する施設又は流域治水プロジェクト
等に位置付けられた施設

（２）特別型
１）国により都道府県へ管理委託された施設
２）1施設当たりの受益面積が概ね3,000ha以上
３）非農地率が概ね20％以上
４）それぞれの施設の区分ごとの規模要件に該当するもの

■国庫負担率：
（１）一般型：３０％(流域治水プロジェクト等に位置付けられた施設は１／３)
（２）特別型：１／３(平成７年度以前採択地区は４０％)

③ 基幹水利施設管理事業

事業
実施
主体

都道府県
市町村

目
的

農業用ダムの活用
排水施設等の活用

ダ 排

頭首工 用水機場

排 池ダ
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■事業名：農業水路等長寿命化・防災減災事業

■支援内容：農業水利施設の機能発揮に必要な防災減災対策
を実施し、水災害等に対して多面的機能を発揮するための施
設の整備

■実施要件：
【防災減災対策：流域治水対策】

流域治水プロジェクト等に位置付けられた施設又はこの施設と一体
的に効用を発揮する施設、機能発揮に必要な施設等として、次の１）
から３）のすべてを満たす施設の整備等。

１）総事業費が２００万円以上
２）受益者（農業者）が２名以上
３）工事期間が最大３年

■国庫負担率：農林水産省・北海道５０％、沖縄８０％、
奄美６５％ 等

⑤ 農業水路等長寿命化・防災減災事業

事業
実施
主体

都道府県
市町村

土地改良区
等

目
的

排水施設等の活用
ため池の活用

排 池 排 池

⑥ 農村地域防災減災事業

事業
実施
主体

都道府県
市町村

土地改良区
等

目
的

排水施設等の活用
ため池の活用

水位計排水路

■事業名：農村地域防災減災事業
■支援内容：・災害発生のおそれのある用排水施設等の整備

・決壊等による被害の防止や洪水調節機能の強
化等を目的としたため池の整備

■事業メニュー：１）用排水施設等整備事業（湛水防除事業）
２）湛水被害総合対策事業
３）防災重点農業用ため池緊急整備事業
４）ため池洪水調節機能強化事業

■実施要件：
１）受益面積が30ha以上、総事業費5,000万円以上等
２）受益面積の合計が20ha以上、過去10年間に２回以上の湛水被

害が生じた地域であって、流域治水プロジェクトが策定された水系
で実施するもの等

３）受益面積が２ha以上かつ総事業費4,000万円以上等
４）防災受益面積７ha以上、総事業費800万円以上、流域治水プロ

ジェクトが策定された水系で実施するもの等
■国庫負担率：

１）農林水産省５０％等、沖縄８０％、奄美２／３等、離島６０％
２）農林水産省５０％等
３）農林水産省５０％等、沖縄８０％、奄美２／３等、離島６０％
４）農林水産省５０％等、沖縄８０％、奄美２／３等、離島６０％

洪水調節機能を強化するためのため池の洪水吐スリットの設置状況
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⑧ 多面的機能支払交付金

事業
実施
主体

地方公共団
体等

目
的

水田の活用
「田んぼダム」

事業
実施
主体

目
的

水田の活用
「田んぼダム」

■実施要件（資源向上支払（共同））：
・非農業者の参画が必要 等

■加算措置の要件

・資源向上支払（共同）の交付を受ける田面積全体のうち、５割以
上で田んぼダムを実施
・市町村による水田貯留機能強化計画の策定 等
（流域治水プロジェクトの計画等に田んぼダムの設置が位置づけられている地域は策定不要）

■交付額 ：２,４００円／１０ａ（都府県）
１,９２０円／１０ａ（北海道）

■加算措置： ４００円／１０ａ（都府県）
３２０円／１０ａ（北海道）

■事業名：多面的機能支払交付金

■支援内容：水田の落水口に流出量を抑制する堰板等を設置し、
水田に降った雨をゆっくりと排水することで浸水被害リスクを
低減させる「田んぼダム」の取組の推進のため、地域共同で
行う水田の落水口への調整板の設置、畦畔嵩上げ、これらの
維持管理等を支援

農業者及び

その他の者で
構成される
活動組織等

畦畔塗り 排水調節板の設置

■事業名：農業競争力強化農地整備事業
農地中間管理機構関連農地整備事業
国営農用地再編整備事業
農地耕作条件改善事業

■ 支援内容：水田の落水口に流出量を抑制する堰板等を設置し、

水田に降った雨をゆっくりと排水することで浸水被害リスクを
低減させる「田んぼダム」の取組の推進のために必要な畦畔、
排水桝、排水路等の農地整備を支援

■実施要件：
・ 「田んぼダム」の取組等を定めた計画の策定
・ 受益面積の５割以上で「田んぼダム」の取組が実施又は実施見込
み

・ 次のいずれかの流域治水対策を実施する区域。

１）流域治水プロジェクトが策定・公表された水系又は当該年度中に
策定・公表される見込みの水系で実施

２）治水協定の締結が完了している水系又は当該年度中に締結され
る見込みの水系で実施

３）地方自治体が策定・締結する防災に係る計画・協定に位置付けら
れたもの又は当該年度中に位置付けられる見込みのもの 等

■国庫負担率：定額、５０％等

畦畔の再構築 排水桝の整備

田 田

⑦農業競争力強化農地整備事業 ほか３事業
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事業制度一覧

事業名 事業主体 国庫負担率 実施内容等

①国営かんがい排水事業

国営総合農地防災事業

国

国

２／３ 等

２／３ 等

・治水協定締結済み若しくは締結見込みの農業水利
施設の洪水調節機能強化などを図る整備

・豪雨により排水能力不足が顕著となった排水施設
の豪雨災害を防止するための排水施設の整備

②水利施設整備事業 都道府県、
市町村、
土地改良区 等

５０％ 等 ・治水協定締結済み若しくは締結見込みの農業水利
施設の洪水調節機能強化などを図る整備

・「田んぼダム」の取組地域における農業水利施設
への、基幹から末端までの一体的な整備支援

③基幹水利施設管理事業 都道府県、
市町村

１／３ 等 ・国営土地改良事業によって造成された地方公共団
体が管理している施設のうち、大規模で公共・公
益性の高い施設の管理に係る経費を支援

④水利施設管理強化事業 都道府県、
市町村

１／２ ・農業水利施設の持つ多面的機能に対し、役割に応
じた取組にかかる費用を支援

・流域治水プロジェクト等に位置付けられた農業水
利施設の管理に係る掛り増し経費の支援

⑤農業水路等長寿命化・防災減災事業 都道府県、
市町村、
土地改良区 等

５０％ 等 ・農業水利施設の機能発揮に必要な防災減災対策を
実施し、水災害等に対して多面的機能を発揮する
ための施設の整備

⑥農村地域防災減災事業 都道府県、
市町村、
土地改良区 等

５０％ 等 ・災害発生のおそれのある用排水施設等の整備
・決壊等による被害の防止や洪水調節機能の強化等
を目的としたため池の整備

⑦農業競争力強化農地整備事業
農地中間管理機構関連農地整備事業
国営農用地再編整備事業
農地耕作条件改善事業

国、
都道府県、
市町村、
土地改良区 等

５０％ 等 ・「田んぼダム」の取組の推進のために必要な畦畔、
排水桝、排水路等の農地整備を支援

⑧多面的機能支払交付金 農業者 ※交付額
２，４００円／１０ａ 等

※加算措置
４００円／１０ａ 等

・「田んぼダム」の取組の推進のため、地域共同で
行う水田の落水口への調整板の設置、畦畔嵩上げ、
これらの維持管理等を支援
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お問い合わせ先

・ 北海道開発局 農業設計課 （011-700-6752）

・ 北海道農政部 農村振興局 農村設計課 （011-204-5408）

・ 東北農政局 農村振興部 設計課 （022-261-8305）

・ 関東農政局 農村振興部 設計課 （048-740-0169）

・ 北陸農政局 農村振興部 設計課 （075-232-4722）

・ 東海農政局 農村振興部 設計課 （052-223-4635）

・ 近畿農政局 農村振興部 設計課 （075-414-9513）

・ 中国四国農政局 農村振興部 設計課 （086-224-9419）

・ 九州農政局 農村振興部 設計課 （096-300-6405）

・ 内閣府 沖縄総合事務局 農林水産部 農村振興課 （098-866-1652）

農林水産省農村振興局整備部水資源課
〒100‐8950 東京都千代田区霞が関1‐2‐1
TEL : 03‐3502‐6200（直通）

［Ver.1.3］ 
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林野庁 近畿中国森林管理局

令和５年度 近畿中国森林管理局重点取組事項

景観に配慮して木製残存型枠を使用した治山ダム
がぎゅうざん

岡山県高梁市 臥牛山国有林

職員による森林環境教育の様子
きぬがさやま

京都府京都市北区 衣笠山国有林

源八橋から望む庁舎周辺の桜並木

大阪府大阪市北区 近畿中国森林管理局

森林の保育と資源の活用を目的とした列状間伐
あんしょうじやま

京都府京都市山科区 安祥寺山国有林

美しい景観が維持された風景林
じゃだに

石川県白山市 蛇谷国有林

ヘリコプターを用いた災害初動調査

石川県上空

資料2-4
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令和５年度 近畿中国森林管理局重点取組事項について

⽬次

１ 公益重視の管理経営の推進等 Ｐ27

２ 「新しい林業」の確⽴に向けた取組の展開 Ｐ31

３　 ⺠有林関係者等多様な主体への技術⽀援・普及 　Ｐ39
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近畿中国森林管理局

３Dモデル

ICT（RCM）法⾯掘削

平成30年7⽉豪⾬災害など、近年、頻発化・激甚化する⾃然災害の早期復旧に取り組み、地域の安全・安⼼を確保するため、流域治⽔と
連携した国⼟強靭化対策を推進します。特に、県の要請を受けて実施する⺠有林直轄治⼭事業及び国有林における⼤規模被災箇所等の復旧
を着実に実施し、災害に強い森林の再⽣に取り組みます。

かみへいじがわ

（和歌⼭県⽥辺市 紀伊⽥辺地区︓上平治川）

のじり

（奈良県⼗津川村 ⼗津川地区︓野尻）

たかや

（広島県東広島市 東広島地区︓⾼屋）

ゆ たに

（⽯川県⽩⼭市 ⼿取川地区︓湯の⾕）
新宮川上流域の保安林整備

⺠有林直轄治⼭事業の着実な実施 流域治⽔と連携した国⼟強靭化対策
国⼟強靭化への取組

てどりがわ とつかわ きいたなべ
⽯川県(⼿取川地区)、奈良県(⼗津川地区)、和歌⼭県(紀伊⽥辺地区)、
広島県(東広島地区)で施⼯中の⺠有林直轄治⼭事業を計画的かつ着実に
実施します。

１ 公益重視の管理経営の推進等

流域治⽔プロジェクトの取組と連携し、森林の防災・保⽔機能を効果的に
発揮させる治⼭施設の設置や保安林の整備を推進します。また、国⼟交通省
や地元⾃治体と連携して先駆的な取組事例等を学ぶ技術交流会等を実施し、
技術⼒向上に努めます。

⼭地災害調査アプリの取組紹介
（近畿中国森林管理局）

国⼟交通省・地元⾃治体との技術交流会
（奈良森林管理事務所管内）

国⼟交通省・地元⾃治体との技術交流会
（和歌⼭森林管理署管内）

くもんだに

（和歌⼭県⽥辺市 公⾨⾕国有林）
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近畿中国森林管理局

保護林等の優れた⾃然環境を有する国有林野の管理経営 ⾃然環境部局等との連携推進

⽣物多様性の保全 公益重視の管理経営の推進等

管内の優れた⾃然環境を有する国有林野については、⾃然維持タイプとし
て⾃然環境の保全を第⼀とした管理経営を⾏うとともに、特に重要なものは
保護林として設定し、厳格に保護・管理していきます。さらに、緑の回廊を
設定し、保護林を中⼼とした森林⽣態系ネットワークの形成を図ります。

◆⾃然維持タイプ48,166ha、保護林80箇所 21,418ha、緑の回廊３箇所
42,959ha ※緑の回廊には、⾃然維持タイプ以外も含む。（令和５年４⽉１⽇現在）

〇保護林の新設・拡張等
あかさい みかわやまおく おおごし

令和５〜６年度策定４箇所（兵庫署⾚⻄、三川⼭奥国有林、和歌⼭署⼤越
国有林等）

⿊河の湿原植⽣ くろこうやま
（福井県敦賀市 ⿊河⼭国有林）

アベマキの保護かまがみねやま
（広島県庄原市釜ケ峰⼭国有林）

管内の地⽅環境事務所や府県の⾃然環境部局等と、⽣物多様性の保
全等に係る情報の共有、⽣態系や希少種等の保護対策における連携を
推進します。

〇地⽅環境事務所との連絡会議を通
じた連携と事業調整

〇保護林モニタリング結果の共有、
局や地⽅環境事務所それぞれの開
催会議への職員の相互参加
はくさん だいせん

〇⽩⼭及び⼤⼭において、シカによ
る⽣態系被害に係るWGでの情報
共有と連携（役割分担）強化

ほか 地⽅環境事務所との連絡会議（局）

〇⾃然度の⾼い天然林等について機能
類型を⾃然維持タイプに変更

（令和５年度策定全９森林計画区にお
いて現地調査・検討）

〇東中国⼭地緑の回廊の混交林化した
⼈⼯林の施業群変更等

（兵庫署及び⿃取署において令和８年
度にかけて実施）

〇保護林や希少種の⽣育・⽣息地等の管理の充実化
くろこう

・⿊河の湿原植⽣の保全（福井署）
・アベマキ巨⽊林の保護（広島北部署）

なめら
・滑マツの再⽣に向けた検討と取組（⼭⼝所）

ほか

はたがなる
広葉樹が混交し天然林施業群への変更を検討する⼈⼯林（兵庫県新温泉町 畑ヶ平国有林）

みかわやまおく
（兵庫県⾹美町 三川⼭奥国有林）

兵庫県有数の規模のブナ林が⾒られ、急峻な尾根には
希少なヒメコマツ、ホンシャクナゲが群⽣する原⽣林

胸⾼直径190cmの巨⼤スギ
あかさい

（兵庫県宍粟市 ⾚⻄国有林）

樹齢200年を超える滑マツ
なめらやま

（⼭⼝県⼭⼝市 滑⼭国有林）
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近畿中国森林管理局

林産物の安定供給・利⽤ 公益重視の管理経営の推進等

樹⽊採取区での計画的な事業実施⽊材の安定供給の推進
地域の⽊材需要者の国産材への期待に応えるため、⽊材（⽴⽊、原

⽊）の計画的な販売・供給に取り組みます。また、⽊材加⼯・流通コス
トの低減や、国産材利⽤推進の取組などを⾏う⽊材加⼯⼯場、原⽊市場
等に対し、「国有林材の安定供給システム販売」により、協定に基づく
⽊材の安定供給を推進します。

【写真上︓バイオマス発電
所関係者への制度説明】

【写真下︓システム販売材
⼭元⼟場】

【⾼性能林業機械による造材作業】

【ドローンでの苗⽊運搬作業】

【植付作業】

全国８か所でパイロット的に指定
した樹⽊採取区の⼀つである「近畿
中国１新⾒樹⽊採取区」で、⽴⽊を
⼀定期間（９年）、安定的に伐採で
きる権利（樹⽊採取権）を令和４年
３⽉に設定しました。
昨年度に引き続き、樹⽊採取権者

と樹⽊採取区から⽣産される⽊材や
その製品を利⽤する事業者との協定
に基づき、計画的な樹⽊の採取を通
じた付加価値の⾼いサプライチェー
ンの構築に寄与していきます。
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近畿中国森林管理局

林産物の安定供給・利⽤ 公益重視の管理経営の推進等

庁舎、事業等での⽊材利⽤
公共建築物等における⽊材

の利⽤促進のため、庁舎等の
新築・改修にあたっては、⽊
造化・内装の⽊質化や⽊製家
具の導⼊に取り組んでいます。
また、治⼭・林道⼯事にお

いても、構造物等への⽊材利
⽤を推進しています。
そのほか、コピー⽤紙やフ

ラットファイル、会議等に使
⽤する紙製の飲料⽸など、間
伐材を活⽤した製品を調達し
ています。

【丸太式残存型枠】
かたはらやま

（京都府井⼿町 ⽚原⼭国有林）【⽊製の⼯事看板】
おおなんじ

（⽯川県⽩⼭市 ⼤汝国有林）

【内装の⽊質化】
（島根森林管理署）

檜⽪の供給

採取した檜⽪（⼭⼝県 城⼭国有林）

林齢80年⽣以上のヒノキ⼈⼯
林259haを檜⽪採取対象林に設
定しており、国宝、重要⽂化財
等の歴史的⽊造建造物の修復⽤
資材として使われる檜⽪の持続
的な供給に取り組むとともに、

もとかわし

技術者（原⽪師）の養成に貢献
します。
【これまでの檜⽪供給先】
清⽔寺、春⽇⼤社、京都御所、厳
島神社等

檜⽪の採取
しろやま

（⼭⼝県 城⼭国有林）

ひわだ

30



近畿中国森林管理局

2 「新しい林業」の確⽴に向けた取組の展開
森林・林業基本計画（R3.6.15閣議決定）で位置づけた、イノベーションで伐採から再造林、保育の収⽀をプラスへ転換させる「新しい

林業」の実現に向け、 近畿中国森林管理局では、「新しい林業」推進プロジェクトチームを設置（R4.3.25）し、組織の総⼒を挙げて、
国有林では⽣産性向上や低コスト造林、効率的な⿃獣被害対策等の実証・普及に取り組むこととしています。
また、その成果は⺠有林へも普及を図ります。

下刈りの省⼒・削減の取組

シカ防護対策

林業の低コスト化・省⼒化に向けた取組

植栽⽊のシカ被害対策に必要となる防護柵等について、
効果的かつコストを抑えた資材の活⽤や⽴⽊を⽀柱とし
て活⽤することによる設置経費の削減に取り組みます。

積雪地域における防護対策が課題となっているため、
防護柵の耐雪性、耐久性及び経費の検証に取り組みます。

【防護柵の耐雪性、耐久性実証試験】
にしがも

（⿃取県倉吉市 ⻄鴨国有林）

【低コスト資材を活⽤した防護柵】
みやしろがわ

（和歌⼭県すさみ町 宮城川国有林）
【⽴⽊を活⽤する場合の防護柵の結び⽅】

⇨

⇨

⇨

再造林後の下刈り作業は炎天下での過酷な作業となり、新規就労者を確保する観点からも作業環境の改善を図
ることは重要となっています。このため、下刈りの省⼒化、回数の削減に取り組みます。
具体的には、画⼀的な下刈りを実施するのではなく、植栽⽊と雑草⽊の競合状態を⾒極めながら下刈りを省略

するなど、下刈り回数の半減（平均で2.5回以下）を⽬標に取り組みます。

また、現地の状況に応じ全刈りから筋刈りへの移⾏や、労働の軽減、安全の確保の観点から、冬下刈りの試⾏
に積極的に取り組みます。

【Ｃ区分判定】

【下刈り（筋刈り）】 【真夏の下刈りから冬下刈りへ（灌⽊主体箇所）】

注︓Ｃ区分とは下刈りの要否の判断基準として
植栽⽊と雑草⽊との競合状態を⽰すもの。
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近畿中国森林管理局

低密度植栽の取組

林業の低コスト化・省⼒化に向けた取組

【令和４年度植栽 低密度植栽試験1,500本／ha区、2,000 本／ha区（対照区）】

⼈⼯林の伐採跡地において、低コスト造林の観点から、平成15
年度より取り組んでいる1ha当たり2,000本植えから1ha当たり
1,500本植えの試⾏的な植栽に取り組みます。

【平成４年度植栽 低密度植栽試験1,500本／ha区の状況と伐採⽊】
（広島県神⽯⾼原町 篠原⼭国有林）

これまでに設定した低密度植栽試験区の試験⽊の⼀部を伐採し、材質
試験を実施します。

●30年⽣のヒノキ試験地

約50年前、新元重⼭国有林で1ha当たり1,000本区・1,500本区・2,000本
区・3,000本区を設けて⾏った低密度植栽の試験結果をもとに、平成15年度以降、
有識者の意⾒も踏まえ、新植箇所において2,000本/ha植えに取り組んでいます。
また、各試験区における材質の違いを検証するため、令和５年度から各区域の

試験⽊の⼀部を伐採し、強度や節の影響等の材質試験を実施します。

●約50年⽣のスギ、ヒノキ試験地

【昭和47年度植栽 スギ1,500本/ha区】 【昭和48年度植栽 ヒノキ1,500本/ha区】
（広島県福⼭市 新元重⼭国有林）

篠原⼭国有林では約30年前から、1ha当たり1,000本区・1,500本区・
3,000本区の試験区を設けており、いずれの植栽密度でも成林しています。
令和５年度は、これらの試験区における材質の違いを検証するため、昨

年に各区で伐採、製材した試験⽊の材質試験を実施します。

しんもとしげやま

しのはらやま

【ヒノキ1,500本/ha区】

【低密度植栽試験 植栽⽊】

ほととぎすやま
（広島県安芸⾼⽥市 時⿃⼭国有林）

「新しい林業」の確⽴に向けた取組の展開
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近畿中国森林管理局

「新しい林業」の確⽴に向けた取組の展開林業の低コスト化・省⼒化に向けた取組

【3次元地上レーザスキャナの使⽤状況】

【3次元地上レーザスキャナの解析画像】

収穫調査の効率化・省⼒化 ⽣産性向上の取組
地域林業を⽀える林業事業体の経

営基盤の強化や雇⽤の安定化を図り、
国産材の供給⼒を⾼めるためには⽣
産性の向上が必要です。
このため、作業現場等でデータを

⼊⼒し⽇々の⼯程管理のできる「⽇
報アプリ」を素材⽣産の受注事業体
に活⽤してもらうことにより、林業
事業体の⽣産性向上の取り組みを⾏
います。

【中間⼟場での積卸・仕分作業】

ICT機器の整備を進めながら、ドローン、3次元地上レーザース
キャナ、GIS（地理情報システム）、GNSS（衛星測位システム）な
どを活⽤し、安全かつ効率的に収穫調査を⾏います。
また、操作技術の習熟に向けた職員研修に取り組むとともに、市

町村担当者がICT機器を⽤いた調査を体験できる現地検討会を開催し、
林業⼤学校等の授業・カリキュラムの中での実習にも応じます。

【⽇報アプリによる⼯程管理イメージ（⽇ごとの⼈⼯数とそれによる⽣産性を確認可能）】

■：伐倒計（㎥） ■：造材等計（㎥） ■：巻立計（㎥）

木材の搬出先（㎥）
■：山土場
■：中間土場
■：中間土場;バイオマス発電所
■：中間土場;原木市場
■：その他
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「新しい林業」の確⽴に向けた取組の展開林業の低コスト化・省⼒化に向けた取組

伐採と造林の⼀貫作業システムの推進

⼀貫作業システムは、伐採から再造林までの作業を⼀体的に⾏うものです。
通常の苗⽊では植付時期が３⽉から４⽉に限定されるため出来なかった伐採
と連動した植付を、新たに開発された植付適期が広いコンテナ苗を使⽤する
ことで可能とした作業システムです。
伐採・搬出に使う⾞両系の運搬機械を苗⽊や防護柵等資材の運搬に活⽤で

き、また、伐採後ただちに植栽することで地拵えを省略できるなど、造林コ
ストの低減が図られます。

【⼀貫作業システムの流れ】 【⽴⽊販売と造林の混合契約】

チェーンソー
により伐倒

グラップルにより
林地を整理

フォワーダによりコ
ンテナ苗等を運搬

伐採が終了し安全が確認できる
箇所から専用器具により植付

フォワーダにより
搬出（土場へ）

プロセッサにより
枝払い・造材

グラップルにより枝
付きのまま木寄せ

一貫作業システムの流れ

また、⼀貫作業システムをさらに推進するため、⽴⽊販売
と造林請負事業の混合契約を進めていきます。
⽴⽊販売と伐採後の造林作業請負事業をセットにして契約

することで、⽴⽊販売での⼀貫作業が可能になり、造林コス
トの削減が⾒込まれますので、混合契約制度についてのパン
フレットを作成し、林業事業体への普及に取り組みます。

従来作業の工程

一貫作業システムの工程

パンフレットは
こちらから

御覧いただけます
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罠の設置
⽅法を⼯夫

「新しい林業」の確⽴に向けた取組の展開⿃獣害対策の推進

近畿中国森林管理局管内のシカの分布状況
(2014年度当初:中央値）

空はじきを防ぐため
罠の周囲を⽯で囲む

餌の中⼼に罠を設置

近畿中国森林管理局による
シカ捕獲頭数の推移

⽯などの障害物を避けて
歩く習性

餌を⾷べる際に、⼝元の横に
前⾜を置く習性

現地検討会の様⼦

設置の
説明動画

効率的な捕獲
管内ではシカの分布域が拡⼤しており、苗⽊の⾷害や下層植⽣の衰退など被害が発⽣しています。また、新植した箇所ではノウサギの被害が増加し

ています。このため、新植地の防護とあわせて、森林管理局職員が開発した初⼼者でも効率的にシカを捕獲できる⼩林式誘引捕獲法の普及や、ノウサ
ギN型誘引捕獲罠の実証など、効率的な捕獲対策に取り組みます。 シカの⾏動パターンを考察し、初⼼者でも

効率的に捕獲できる⼿法を林野庁職員が開発。
⼩林式誘引捕獲法
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「新しい林業」の確⽴に向けた取組の展開⿃獣害対策の推進

埋設した⼤型排⽔管
ボカシ肥料、もみ殻

（発酵促進、腐敗臭軽減）

和歌⼭森林管理署では、地域の⾃治体が頭を悩ませている捕獲
したシカの処分に関する課題を解決するため、⼤型排⽔管とボカ
シ肥料等を利⽤した残渣減容化⽅法の実証に取り組みます。
（R5年度は三重森林管理署の捕獲事業でも活⽤予定。）

地域との連携によるシカ捕獲
森林管理署等では、市町村や協議会等とシカの被害対策に関する協定を

締結し、罠の無償貸出、⼊林届の省略など、地域の⿃獣害対策に連携して
取り組みます。 （令和4年度末10署30協定）

くくりわな

協定相⼿⽅（協定締結年度）森林管理署等
（協定数）

⼤野市（R1）、敦賀市（R4）、福井県（R4）福井森林管理署
（3）

上北⼭村・環境省近畿地⽅環境事務所（H29）、
いなべ市⿃獣害防⽌対策協議会（R3）、伊賀市⿃獣害防⽌
対策協議会（R3）

三重森林管理署
（3）

⽶原市・⽶原市⿃獣被害防⽌対策協議会（H30）、
滋賀県（R3）

滋賀森林管理署
（2）

京都市（H29）、⾼槻市・⼤阪府猟友会⾼槻⽀部（H29）京都⼤阪森林管理
事務所（2）

たつの市伝城⼭（H26）、丹波篠⼭市（H27）、たつの市
野⽥⼭⻄（H29）、⾼砂市（H29）、宍粟市三⾕⾃治会
（H29）、姫路市（R3）

兵庫森林管理署
（6）

⾼野町（R2）、⾼野⼭⾦剛峯寺・⾼野⼭寺領森林組合
（R3）、有⽥川町⿃獣被害防⽌対策協議会（R4）、印南町
⿃獣被害防⽌対策協議会（R4）すさみ町⿃獣被害防⽌対策
協議会（R4）

和歌⼭森林管理署
（5）

若桜町⿃獣害対策協議会（H29）、
⼋頭町⿃獣被害対策協議会（R1）

⿃取森林管理署
（2）

島根県（R1）島根森林管理署
（1）

津⼭市⿃獣被害防⽌対策協議会（H28）、真庭市⿃獣被害
対策本部（H29）、岡⼭市・岡⼭地区猟友会（滝ノ⼝⼭）
（R4）、岡⼭市・岡⼭地区猟友会（操⼭地区）（R4）

岡⼭森林管理署
（4）

安芸⾼⽥市・安芸⾼⽥市有害⿃獣捕獲班連絡協議会（R1）
神⽯⾼原町・神⽯⾼原町有害⿃獣捕獲対策協議会・神⽯郡
森林組合・森林整備センター中国四国整備局広島⽔源林事
務所（R2）

広島北部森林管理署
（2）

ノウサギN型誘引捕獲罠の実証
新植箇所を中⼼に、造林地におけるノウサギ被害が顕在化しつ

つあることから、餌でノウサギを誘引する「N型誘引捕獲罠」によ
り、効率的な捕獲の実証に取り組みます。

N型にネットを張り、⼭にある
カラスザンショウ等で誘引

誘引されたノウサギ

ざんさ

捕獲したシカの残渣処理の省⼒化
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「新しい林業」の確⽴に向けた取組の展開ICT技術の活⽤推進

ドローンの活⽤ FRD（路網設計⽀援ソフト）の活⽤

ＦＲＤは、航空レーザ計測で得られた精緻な地形データ等を活かし
て、林道や森林作業道など林業⽤路網の線形案を設計することができ
るソフトです。
事前に、机上で森林作業道の開設予定路線を検討することが可能で

あるため、踏査を効率的に実施することができます。外業作業の⼤幅
な時間短縮が期待できることから、積極的な活⽤に取り組みます。

【ＦＲＤの作業画⾯】

【条件を変えて出⼒した森林作業道予定路線】
【令和３年度 森林･林業交流研究発表会資料より抜粋（兵庫署発表）】

ドローンを活⽤し、森林の状況把握やシカ防護柵の点検、災害調査等
の省⼒化に取り組みます。

【ドローン撮影画像から作成した
被害箇所の3Dモデル】

また、ドローンで撮影した画像をオルソ化処理することで、歪みのな
い画像データが作成できます。オルソ画像を活⽤した樹⾼や⽴⽊本数の
把握、材積の推定等に取り組むとともに、マニュアルを整備・活⽤した
⾃動航⾏の技術習得など、技術を有する職員の育成に取り組みます。
森林環境保全整備事業に係る検査業務等の効率化を図る観点から、ド

ローンの活⽤を推進します。

【ドローン撮影画像から作成した
被害箇所の3Dモデル】

【ドローンと航空レーザーを組み合わせた林分解析】
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近畿中国森林管理局 
1

近年の建設業界等における労働⼒不⾜が課題となる中、森林⼟⽊⼯事
においても省⼒化や効率性の向上が必要となっています。
これらを具現化するため、ウェアラブルカメラ等による映像と⾳声の

双⽅向通信を使⽤した遠隔臨場を⽤いた、監督職員と受注者双⽅による
⼯事進捗状況の確認、材料検査、⽴会等を⾏う遠隔臨場を積極的に導⼊
するとともに、ドローンやICT建機の活⽤など森林⼟⽊事業におけるICT
化を推進します。

【林道改良箇所】

【３次元起⼯測量（点群データ）のイメージ】

【ウェアラブルカメラを利⽤した遠隔臨場の様⼦】

３Dモデル

【ICT（RCM）法⾯掘削】

現場 事務室

※UAV（無⼈航空機）測量の⾼精度オルソ画
像の取得で作成した３Ｄモデルを基に、３D
マシンガイダンス付きRCM（ロッククライミ
ングマシーン）を⽤いて法⾯掘削を施⼯。【同箇所における

ドローンでの撮影写真】

森林⼟⽊⼯事におけるICT化の推進

（遠隔臨場実施事例）

「新しい林業」の確⽴に向けた取組の展開ICT技術の活⽤推進

CS⽴体図（微細地形図）の活⽤

【作成したCS⽴体図】

管内の航空レーザ測量の成
果を整理・収集するとともに、
活⽤状況の把握に取り組みま
す。地盤データ（ＤＥＭデー
タ）を加⼯することで、ＣＳ
⽴体図の整備を進めます。
また、ＣＳ⽴体図を活⽤し、

⼭地災害リスクへの対応とし
て、機能類型区分の⾒直しの
検討及び既設の森林作業道、
崩壊危険箇所・湧⽔箇所を把
握し林地保全に配慮した森林
作業道の予定路線図の検討資
料とします。
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3 ⺠有林関係者等多様な主体への技術⽀援・普及
戦後植林された⼈⼯林が本格的な利⽤期を迎える中、これらの森林資源を循環利⽤し、林業の成⻑産業化と森林資源の適切な管理を両⽴

させることが重要です。これらを⺠有林と国有林が協⼒して実現させるべく、国有林のフィールドや技術を活⽤して⺠有林関係者等多様な
主体への⽀援に取り組みます。

市町村⽀援に関する情報発信 ⺠有林への出張講座

森林・林業技術視察プログラム
国有林が取り組む技術開発の成果を

⺠有林に普及するために作成した「森
林・林業技術視察プログラム」により、
⺠有林関係者の⽅々へ国有林が取り組
む造林・育林の低コスト化に向けた森
林づくり、林業技術等をご案内します。

ＩＣＴ機器の活⽤による森林資源の効率的な森林管理に向け、市町村職員など⺠
有林関係者の関⼼の⾼いドローンや3次元地上レーザスキャナ等の最新機器を⽤い
た森林計測⽅法について、現地での操作⽅法や取得したデータの解析など各種技術
指導等の出張講座を⾏います。
また、シカによる⺠有林被害や農業被害も深刻であるため、市町村等からのニー

ズを踏まえ、国有林で実施しているシカ被害対策等の出張講座を⾏います。

【現地検討会の様⼦】

市町村への技術的な⽀援について、地域毎の課題や要望等に合
わせて、効果的な⽀援の推進に取り組みます。
また、当局で実施可能な市町村⽀援について取りまとめたパン

フレット「市町村ニーズを踏まえた国有林
の⽀援について〜国有林における市町村⽀
援メニュー〜」の改訂版を作成し、市町村
に対する技術的な⽀援の充実強化に努めます。
市町村⽀援メニュー項⽬
〇⼭地災害・林道災害対策チームの派遣等
〇林務担当職員の技術習得⽀援
〇シカ等の⿃獣害対策⽀援
〇林業の低コスト化やICT等を活⽤したス
マート林業の紹介

○低密度植栽試験地の視察 【市町村⽀援メニュー】
（R４.５改訂）

【⺠有林関係者へのドローンの操作演習】 【⺠有林関係者への3次元地上レーザ
スキャナ（OWL)の操作演習】

トピック︓ドローンを活⽤した被害状況調査の現地検討会

【オルソ化した空中写真】

令和4年度に⺠有林で多くの雪害が発⽣した島根県では、島根森林管理署が現地検討
会を開催し、ドローンを活⽤して効率的に被害状況を把握する⼿法を実演しました。
参加者からは、「情報交換が出来たことで業務の参考になった」「短時間でオルソ

化画像が作成できることに興味を持った」などの感想が寄せられました。

森林・林業技術視察
プログラム

【低コスト造林の視察】
みむろ

（岡⼭県新⾒市 三室国有林）
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⺠有林関係者等多様な主体への技術⽀援・普及

【3次元レーザスキャナシステムに
よる森林資源量調査の現地検討会】

ちょうもんきょう
（⼭⼝県⼭⼝市 ⻑⾨峡国有林）

詳細情報や資料は、近畿中国森林管理局ホームページで御覧いただけます→

市町村林務担当者のスキルアップや林業事業体の育成に向け、国有
林のフィールドを活⽤した現地検討会を開催し、低コスト造林、伐採
から造林までの⼀貫作業システム、獣害対策等の技術の普及を実践し
ていきます。

９

【⽴⽊を利⽤した低コスト
シカ防護柵等の現地検討会】

みむろ
（岡⼭県新⾒市 三室国有林）

現地検討会（開催情報、資料の公開等わかりやすい情報提供）

国有林職員向け研修が市町村職員でも
受講できます

森林環境税及び森林環境譲与税の創設や森林経営管理制度が始ま
り、市町村が担う林務⾏政の役割が⾼まっています。こうした状況
を踏まえ、市町村への⽀援ツールとして、令和4年度から近畿中国森
林管理局の職員研修を市町村林務担当職員も受講できるよう募集を
⾏い、９名に参加いただきました。
令和５年度も、森林の⾒⽅やドローンの活⽤等の研修について募

集を予定しています。

←【ドローンの操作実習】
（⼤阪府豊能郡能勢町）

【区域測量の実習】→
みのお

（⼤阪府箕⾯市 箕⾯国有林）

令和５年度 森林管理署等の現地検討会開催予定
時期 テーマ 開催主体

5月 再造林の省力化に向けた低密度植栽試験地の検証報告
広島署

広島北部署

6月
素材の有利販売の取組(協調出荷等）、事業体と連携したシカ捕獲の取組（ついで
見回り）

鳥取署

7月 海岸林造成において早生樹センダンを新たな造林樹種とする可能性の検証 石川署

7月
豪雪地帯におけるシカ被害対策
野ウサギN型誘引捕獲わなの紹介

兵庫署

7月 竹伐採による里山再生、コンテナ苗の生育状況、低密度植栽とツリーシェルター 奈良所

7月 「円形罠」及び「大型排水管]を活用した残渣処理 和歌山署

8月
ICTを活用した森林資源調査（ドローンによる連続写真撮影、解析、オルソ画像の活
用）

京都大阪所

9月
伐採と再造林の一貫作業システム（講演会・機械地拵・植栽・シカ防護柵設置等
の連携についての現地検討）

局
岡山署

10月 国有林の取組を民有林で実証（伐採と再造林の一貫作業システム） 福井署

10月
ICTによる森林調査等（地上型レーザスキャナ、スマートグラス、森林解析ソフト等の
普及に向けた実演）

滋賀署

10月
ICTによる森林調査（地上レーザ、航空レーザ計測）
獣害対策（シカ防護柵、ツリーシェルター等）

島根署

10月
ノウサギの捕獲と防除対策（Ｎ型誘引捕獲わな、ツリーシェルター）、低コスト省力造
林の取組（冬下刈）

山口所

11月
低コスト省力造林の取組（低密度植栽、成長の早い苗木試験植栽、下刈回数の削
減、冬下刈等）

三重署

12月 低コスト省力造林の取組（冬下刈） 和歌山署
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近畿中国森林管理局

⺠有林関係者等多様な主体への技術⽀援・普及

⼭地災害発⽣時には、森林管理局・署の職員がヘリコプターやド
ローンによる被災状況調査をはじめ、地元⾃治体の要請に応じて⼭
地災害対策チームの派遣等、⺠有林の被災状況の確認や復旧に向け
た技術的⽀援を⾏います。
なお、災害調査にあたっては、JAXAと連携した地球観測衛星に

よる緊急観測の活⽤や撮影写真及び撮影場所の情報を関係者がリア
ルタイムで共有できる⼭地災害調査アプリを活⽤して、速やかな被
害状況の把握と地元⾃治体への情報提供に努めます。

災害発⽣時の初動対応・⺠有林⽀援

ヘリの⾶⾏ルート
※GPSを通じて⼀定間隔

で位置情報が記録

写真撮影ポイント
※クリックすると撮影

写真が表⽰

【右︓ヘリコプター調査における⼭地
災害調査アプリの活⽤イメージ】

【地球観測衛星による緊急観測の被害把握】
※左の写真の⾚⾊表⽰が⼟砂移動箇所、右の写真は同⼀箇所のヘ
リコプターによる調査写真。
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近畿中国森林管理局

⺠有林関係者等多様な主体への技術⽀援・普及

林業⼤学校等への⽀援 森林環境教育の推進
森林内での様々な体験活動等を通じて、森林と⼈々の⽣活や環境と

の関係についての理解と関⼼を深める「森林環境教育」を推進します。

【箕⾯森林ふれあい推進セ
ンター作成の森林環境教育
教材の活⽤促進】
実際の教育現場で使って

いただけるように作成した
「森林環境教育⼿引書」が
より多くの教育関係者の皆
様に活⽤されるように取り
組みます。
また、次代を担う⼦ども

たちが楽しみながら森林の
⼤切さを学べる「創作紙芝
居・絵本」がより多くの学
校や地域等で活⽤されるよ
う配布等により普及啓発に
取り組みます。

【森林環境教育
プログラムの推進】

箕⾯（みのお）国有林で
整備している「箕⾯体験学
習の森」において、森林環
境教育プログラム「森の探
検」の実践をはじめ、新た
に設定する「⼩中学校教科
書掲載コース」「百⼈⼀⾸
コース」により、⼀般の
⽅々も散策しながら楽しめ
る取組を進めます。

森林環境教育
⼿引書

創作紙芝居

森林環境教育プログラム
「森の探検隊」

林業⼤学校等協議会に対し、国有林での現地視察等の実施やICTを活⽤し
た取り組みの紹介、提供可能な林業等有識者情報の充実化など、⼤学校等の
運営に貢献する活動を進めていきます。
引き続き講師派遣や実習フィールドの提供にも取り組んでいきます。特に

森林技術・⽀援センターでは、低密度植栽、早⽣樹、コンテナ苗等の試験地
を対象に、現地での講義や、センターでの座学を実施しています。

【製品⽣産現場の現地視察】
あかさい

（兵庫県宍粟市 ⾚⻄国有林）

【コンテナ苗の植付実習】
（⿃取県⽇南町

つちややま
⼟屋⼭国有林）

【除伐実習】
みやしろがわ

（和歌⼭県すさみ町 宮城川国有林）
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近畿中国森林管理局

（森林管理署・森林管理事務所の主要事業量内訳）

令和５年度主要事業量（年度当初予定）
単位項 ⽬区 分

⼭⼝所広島署広島北部署岡⼭署島根署⿃取署和歌⼭署奈良所兵庫署京都⼤阪所滋賀署三重署福井署⽯川署

56.1 50.2 56.2 71.4 87.6 28.7 188.5 23.6 8.5 5.3 9.9 41.7 4.9 633 千㎥主 伐
収 穫

25.5 38.4 22.0 29.4 57.7 34.3 40.3 10.5 60.1 7.6 12.0 41.1 9.9 5.4 394 千㎥間 伐

74.7 50.4 57.1 56.2 100.7 27.5 185.8 23.6 25.0 4.5 10.6 42.5 4.9 664 千㎥⽴ ⽊ 販 売
販 売

4.0 12.5 10.2 24.0 9.0 9.6 10.0 0.8 14.2 2.2 0.7 6.3 1.1 0.4 105 千㎥製 品 販 売

18.161.998.23.33.1185ha地 拵 え

造 林

18.176.3126.7 4.56.03.1 22.0 3.7 4.7 265 ha植 付

10.7 26.4 45.2 50.527.6 5.59.4 10.4 0.4 12.6 199 ha下 刈 り

12.920.522.5 2.8 2.5 61haつ る 切 ・ 除 伐

25.4 242.353.7162.6386.7225.3199.332.4311.532.628.6229.547.216.9 1,994ha保 育 間 伐 （ 活 ⽤ 型 ・ 存 置 型 ）

27.111.9 9.712.9 2.32.0 56.416.21.1 2.7142 ha保育間伐（本数調整伐）

4001801,6852603605455102893804803005,389m林 道 新 設
林 道

5652061540124505820059640102,318m改 良

223 219 34 70 71 265 211 50 375 490 48 65 98 97 2,317 百万円国 有 林 直 轄 治 ⼭
治⼭事業

1,650 1,161 1,537 231 4,578 百万円⺠ 有 林 直 轄 治 ⼭

①事業量（年度当初予定）には、前年度の繰越事業量を含みます。

②収穫量、⽴⽊販売量には、分収林の⺠収分の数量（分収育林分 489千㎥）を含みます。

③林道には、林業専⽤道を含みます。

④治⼭事業費には、災害復旧事業費を含みます。

⑤単位未満の四捨五⼊により、計と内訳が⼀致しない場合があります。
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近畿中国森林管理局

問い合わせ先

電 話 番 号所 在 地機 関 名 称

０５０-３１６０-６７００⼤阪府⼤阪市北区天満橋１－８－７５近畿中国森林管理局

０５０-３１６０-６１００⽯川県⾦沢市朝霧台２－２１⽯川森林管理署

０５０-３１６０-６１０５福井県福井市春⼭ 1－1－５４ 福井春⼭合同庁舎 8 階福井森林管理署

０５０-３１６０-６１１０三重県⻲⼭市本町１－７－１３三重森林管理署

０５０-３１６０-６１１５滋賀県⼤津市瀬⽥３－４０－１８滋賀森林管理署

０７５-４１４-９８２２京都府京都市上京区⻄洞院通り下⻑者町下ル丁⼦⾵呂町１０２京都⼤阪森林管理事務所

０５０-３１６０-６１７０兵庫県宍粟市⼭崎町今宿１００－１兵庫森林管理署

０５０-３１６０-６１５０奈良県奈良市⾚膚町１１４３－２０奈良森林管理事務所

０５０-３１６０-６１２０和歌⼭県⽥辺市新庄町２３４５－１和歌⼭森林管理署

０５０-３１６０-６１２５⿃取県⿃取市吉⽅１０９ ⿃取第３地⽅合同庁舎２階⿃取森林管理署

０５０-３１６０-６１３０島根県松江市向島町 １３４-１０ 松江地⽅合同庁舎 6 階島根森林管理署

０５０-３１６０-６１３５岡⼭県津⼭市⼩⽥中２２８－１岡⼭森林管理署

０５０-３１６０-１０００広島県三次市⼗⽇市中２－５－１９広島北部森林管理署

０５０-３１６０-６１４５広島県広島市中区吉島東３－２－５１広島森林管理署

０５０-３１６０-６１５５⼭⼝県⼭⼝市野⽥３５－１⼭⼝森林管理事務所

０６-６８８１-２０１３⼤阪府⼤阪市北区天満橋１－８－７５箕⾯森林ふれあい推進センター

０５０-３１６０-６２１５岡⼭県新⾒市⾼尾７８６－１森林技術・⽀援センター
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【機密性２】

R5.7.13_鉄道部技術・防災課_説明資料_1年未満鉄道部技術・防災課 → 関係者

鉄道施設の被災現場の確認状況（中国運輸局鉄道部）

【活動概要】

令和５年６月２９日からの大雨により被災した施設の被災状況調査のため、７月１２日に鉄道部２名（高田、宮廻）を現地に派遣した。

調査場所：美祢線 四郎ヶ原駅～南大嶺駅間 ①第６厚狭川橋梁及び②第７厚狭川橋梁

山陰線 長門粟野駅～阿川駅間 ③粟野川橋梁

西日本旅客鉄道株式会社の職員と被災状況を確認するとともに、復旧事業にあたっての関係者間での進捗状況及び支援ニーズの
把握を行った。

長門市駅

厚狭駅

幡生駅

③粟野川橋梁
長門粟野駅

至 阿川駅

①第６厚狭川橋梁

②第７厚狭川橋梁

四郎ヶ原駅

南大嶺駅

ＪＲ美祢線
ＪＲ山陰線

資料2-5
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【機密性２】

R5.7.13_鉄道部技術・防災課_説明資料_1年未満鉄道部技術・防災課 → 関係者

鉄道施設の被災現場の確認状況（中国運輸局鉄道部）

① 第６厚狭川橋梁の状況
橋梁の損傷･･･河川の水量が減少して損壊状況が目視可能となった。

河川の状況･･･従前から護岸は整備されていた。

令和5年7月2日時点

折損した
第1橋脚

根本から横転した
第2橋脚

起点方の橋台

護岸はコンクリートブ
ロック敷設

令和5年7月12日時点

至 四郎ヶ原駅

至 南大嶺駅

JR西撮影 運輸局撮影
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【機密性２】

R5.7.13_鉄道部技術・防災課_説明資料_1年未満鉄道部技術・防災課 → 関係者

鉄道施設の被災現場の確認状況（中国運輸局鉄道部）

① 第６厚狭川橋梁の状況
被災箇所までの道路環境･･･県道33号線脇の美祢市衛生センターの裏手に位置している。

復旧工事に想定される課題･･･復旧する橋梁構造の検討、河川管理者の山口県との協議

復旧着手時期と期間･･･被災後に河川管理者へ被災状況を報告済み。

JR西では今後被災状況の詳細な調査を行うこととしており、現在、調査すべき項目を検討中。

県道33号線

美祢市衛生センター導入路から見た被災地

美祢線

運輸局撮影
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【機密性２】

R5.7.13_鉄道部技術・防災課_説明資料_1年未満鉄道部技術・防災課 → 関係者

鉄道施設の被災現場の確認状況（中国運輸局鉄道部）

②-1 第７厚狭川橋梁の状況
橋梁の損傷･･･橋梁の四郎ヶ原駅側の橋台裏の盛土が流出していた。

河川の状況･･･護岸はコンクリートブロックによる整備がされていた。

令和5年7月2日時点

令和5年7月12日時点

至 四郎ヶ原駅

至 南大嶺駅

護岸はコンクリート
ブロック敷設

至 南大嶺駅

至 四郎ヶ原駅

JR西撮影

運輸局撮影

令和5年7月12日時点

運輸局撮影
盛土が流出
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【機密性２】

R5.7.13_鉄道部技術・防災課_説明資料_1年未満鉄道部技術・防災課 → 関係者

鉄道施設の被災現場の確認状況（中国運輸局鉄道部）

②-2 第７厚狭川橋梁付近の状況
橋梁付近の損傷･･･河川の形状から増水した水流が水田に流れ込み再び河川へ合流するため四郎ヶ原駅方にも盛土流出が見られた。

被災箇所までの道路環境･･･県道33号線から現地までは道幅1.5mの農道であった。

復旧工事に想定される課題･･･大型機材の搬入路の確保

復旧着手時期と期間･･･ JR西では今後被災状況の詳細な調査を行うこととしており、現在、調査すべき項目を検討中。

・ 県道から被災場所まで約180ｍ
・ 道路幅は1.5m
・ 復旧工事のために水田内に

仮設道路の設置が必要

運輸局撮影

県道33号線

河川がクランク状となっていることか
ら、増加した水流が橋梁に向かわず
護岸を乗り越えて盛土を流出させた。

また、水流は水田内を通り四郎ヶ原
駅方約250mの地点で盛土を流出さ
せ再び河川へ合流していた。

運輸局撮影

第7厚狭川橋梁から四郎ヶ原駅方約250m地点の盛土流出

※橋台裏の
盛土流出部分※橋台裏の

盛土流出部分
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気象台の業務と取組等について

広島地方気象台

令和5年（2023年）10月30日
流域治水の推進に向けた中国地方関係省庁等実務者会議

広域防災管理官 矢﨑智也

資料2-6
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広島地方気象台の紹介

広島地方気象台は、山口県を
除く中国地方の各県における
観測予報業務の中枢として、
業務を行っています。

広 島 地 方 気 象 台
Hiroshima Local Meteorological Office
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広島地方気象台の紹介
1879(M12).1.1

広島県立広島測候所創設
1939(S14).11.1

中央気象台広島測候所
（国営移管）

1943(S18).11.15
広島地方気象台と改称

1945(S20).8.11
広島管区気象台と改称

1949(S24).11.1
広島地方気象台と改称

1987(S62).12.22
現在地に移転

現業室（天気予報や注意報警報等を発信）

広 島 地 方 気 象 台
Hiroshima Local Meteorological Office

広島地方気象台 組織図（令和5年4月1日）

令和５年度からは、

「流域治水対策係」が
配置されました。
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地域における気象防災業務のあり方 広 島 地 方 気 象 台
Hiroshima Local Meteorological Office
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気象台は市町の防災対応を切れ目なく支援していきます

平時の取組 緊急時の取組 災害後の取組

４つの担当チームで構成

A 広島県 / 広島市
B 南西部（竹原以西）
C 北部
D 南東部（福山・尾三）

各チームには
予報官や専門的な職員を
配置して、ワンストップ
サービスを目指します。

顔の見える関係づくり
気象台長が首長と懇談し、「顔の
見える関係」を構築します。また、
チームが担当市町を訪問し、互い
に意見が言いあえる関係を築きます。

防災情報の読み解き支援
防災担当者向けに、防災情報の
活用方法を解説しています。
またYouTubeによる解説動画を
防災担当者限定で公開して
います。

気象防災ワークショップ
気象情報にもとづく避難情報発令の判断等をグループワークで
理解します。

JETT派遣と市町向け解説
大雨等の災害発生が予想される場合
は県災害対策本部に職員を派遣し
オンラインで市町向けに解説します。

JETT（気象庁防災対応支援チーム）

振り返り
防災担当者と共同で、防災情報の
タイミング・内容と市町の防災対応を
意見交換することで、防災情報の
改善に役立てます。

地域の気象防災に一層貢献するための取組

JETT職員による市町オンライン気象解説
（県庁災対本部：令和3年8月）

広 島 地 方 気 象 台
Hiroshima Local Meteorological Office
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地域の気象防災に一層貢献するための取組 広 島 地 方 気 象 台
Hiroshima Local Meteorological Office

ＪＥＴＴ（気象庁防災対応支援チーム）
JETT：JMA Emergency Task Team

JETTは、TEC-
FORCEの一員で
あり、現地で協力
して働くこともある
と思いますので、よ
ろしくお願いします。

被災地域等への支援情報

注）JETTの創設は、平成30年5月1日ですが、それ以前から被災地を支援
する取り組みは行っておりました。

令和5年7月の前線による大雨に伴う広島県災害対策本部での気象解説
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地域の気象防災に一層貢献するための取組

大雨特別警報の発表による合同記者会見（R3.8.14）

大雪による合同記者会見（R4.12.21）

広 島 地 方 気 象 台
Hiroshima Local Meteorological Office

関係機関と連携した取組

【令和５年度開催状況】
・7月 7日：梅雨前線による大雨について
・8月15日：大雨特別警報の発表について（台風第７号）
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○中国地方災害情報報道研究会
令和2年（2020年）1月、中国地方整備局と気象キャスターネットワー

クが事務局となり、防災情報を避難につなげるため、災害報道に関わる記
者・キャスターのレベルアップを目的に設置されました。毎年、気象台から話
題提供を行うなど、関係者との連携強化に取り組んでいます。

中国地方災害情報報道研究会の様子

○指定河川洪水予報
河川の増水や氾濫などに

対する水防活動の判断や
住民の避難行動の参考と
なるように、気象庁は国土
交通省又は都道府県の
機関と共同して、予め指定
した河川について、区間を
決めて水位又は流量を示
した洪水の予報を行ってい
ます。

気象台と河川事務所との振り返り

地域の気象防災に一層貢献するための取組 広 島 地 方 気 象 台
Hiroshima Local Meteorological Office

各地の気象台では、日頃から
河川事務所等と連携して、業
務に取り組んでいます。

各地の気象台でも、河川事務
所等と連携して、報道機関との
勉強会を開催しています。
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（参考資料）線状降水帯に係る取組等
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線状降水帯の予測精度向上に向けた取組 広 島 地 方 気 象 台
Hiroshima Local Meteorological Office
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顕著な大雨に関する情報の例

線状降水帯に関する新たな情報発表

顕著な大雨に関する広島県気象情報 第1号
令和3年8月13日09時19分 広島地方気象台発表
（見出し）
広島県南部、北部では、線状降水帯による非常に激しい雨が同じ場
所で降り続いています。命に危険が及ぶ土砂災害や洪水による災害
発生の危険度が急激に高まっています。
（本文）
なし

顕著な大雨に関する情報を補足する図情報の例

大雨災害発生の危
険度が急激に高まっ
ている線状降水帯の
雨域

※ 「雨雲の動き」
（高解像度降水ナ
ウキャスト）の例。

広 島 地 方 気 象 台
Hiroshima Local Meteorological Office

● 顕著な大雨に関する情報（令和3年6月17日開始）
大雨による災害発生の危険度が急激に高まっている中で、線状の降水帯により非常に激しい雨が同じ

場所で降り続いている状況を「線状降水帯」というキーワードを使って解説する情報です。
令和5年5月25日からは予測技術を活用し、最大30分程度前倒しして発表する運用を開始しました。
※ この情報は警戒レベル相当情報を補足する情報です。警戒レベル４相当以上の状況で発表します。

● 令和４年6月1日から、新たに「線状降水帯」に関する大雨の可能性を半日前からお伝えしています。

気象レーダーで観測した線状降水帯の様子気象レーダーで観測した線状降水帯の様子
令和3年8月13日08時00分～09時00分
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環境省の取組について

令和５年１０月

－ 流域治水の推進に向けた中国地方関係省庁等実務者会議 －

中国四国地方環境事務所 環境対策課

資料2-7
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気候変動適応法について

62



気候変動適応法の概要 平成30年６月制定、令和５年４月改正（熱中症対策の追加）

➢国は、農業や防災等の各分野の適応を推進する気候変動適応計画を策定。その進展状況について、把握・評価手法
を開発。 （閣議決定の計画を法定計画に格上げ。更なる充実・強化を図る。）

➢気候変動影響評価をおおむね５年ごとに行い、その結果等を勘案して計画を改定。

１．適応の総合的推進

２．情報基盤の整備 ３．地域での適応の強化

➢適応の情報基盤の中核として国立環境研究所
を位置付け。

各分野において、信頼できるきめ細かな情報に基づく効果的な適応策の推進
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４．適応の国際展開等

➢ 国際協力の推進。

➢ 事業者等の取組・適応ビジネスの促進。

➢都道府県及び市町村に、地域気候変動適応計画策定の
努力義務。

➢地域において、適応の情報収集・提供等を行う体制（地
域気候変動適応センター）を確保。

➢広域協議会を組織し、国と地方公共団体等が連携。

http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/index.html

コメの収量
の将来予測

砂浜消失率
の将来予測

＜対象期間＞
21世紀末（2081
年～2100年）

＜シナリオ＞
厳しい温暖化対
策をとった場合
(RCP2.6)

※品質の良いコメの収量

将来影響の科学的知見に基づき、
・高温耐性の農作物品種の開発・普及
・魚類の分布域の変化に対応した漁場の整備
・堤防・洪水調整施設等の着実なハード整備
・ハザードマップ作成の促進
・熱中症予防対策の推進 等

５．熱中症対策の推進
➢ 国の対応：熱中症警戒情報・熱中症特別警戒情報の発表及び周知

➢ 自治体の対応：指定暑熱避難施設、熱中症対策普及団体の指定及び活用➢  熱中症対策実行計画の策定 63



あらゆる関連施策に気候変動適応を組み込む

５年サイクルで最新の科学的知見をもとに気候変動影響を評価
各分野の将来影響を加味した施策を立案し、実施します 政府の取組

最新の研究結果・科学的知見

例）農業、森林・林業・水産業分野
【水稲】
適応策：
・高温耐性品種の
開発・普及
・肥培管理、⽔管理等
 の基本技術の徹底

気候変動適応計画の変更

フォローアップ
（進捗確認）毎年

適応策の実施気候変動影響評価
おおむね５年ごと

日本における気候変動影響を取りまとめ、
「重大性」「緊急性」「信頼性」等の観点
から、評価を行う。

例）農業、森林・林業・水産業分野
【水稲】
影響：全国で気温上昇による品質の低下

（白未熟粒の発生、一等米の比率の低下
等）等の影響が確認されている。

評価：重大性ー特に重大な影響が認められる
 緊急性ー高い
 確信度ー高い

図 ⽔稲の「白未熟粒」(左)と「正常粒」(右)の断面
（写真提供：農林⽔産省）

気候変動影響評価を受けて、各分
野の影響に対応するための適応策
を立案、更新。
施策を行う担当省庁、進捗確認の
ためのKPIを設定。

例）農業、森林・林業・水産業分
野 【水稲】
適応策：
・高温耐性品種の開発・普及
・肥培管理、⽔管理等の基本技術
 の徹底

KPI：高温耐性品種（主食用
米）の作付面積割合
（2026年度目標：18％
（2020年度時点：11.2%））

例）広島県「高温耐性品種
「恋の予感」

（写真提供：農林⽔産省）

気候変動適応計画に基づく適応策の
実施

実施された適応策について、KPIに基づ
く進捗確認

気候変動及びその影響の将来予測
に関する研究、観測・監視

適応の効果の把握・
評価手法の開発 64



気候変動影響評価について

答申

文献等レビュー
影響評価報告書（案）作成影響評価報告書（案）の

審議・とりまとめ

諮問

環境省

中央環境審議会
地球環境部会

気候変動影響評価等
小委員会

実施体制

令和3年10月

気候変動適応計画の改定

・令和2年（2020年）12月、適応法に基づく初めての気候変動影響評報告書を公表。
・気候変動による影響がより重大で、緊急の対策が必要であることが示された。

分野別ＷＧ会合
（５グループ、56委員参加）

関係行政機関との協議
報告書の公表

■科学的知見の充実
根拠となる引用文献数が約

2.5倍（509→1261）に増
加し、知見が充実。

■重大性、緊急性の評価
全7分野71項目中、
・49項目（69%）が特に重
大な影響が認められる
・38項目（54％）が対策の
緊急性が高い
・33項目（46%）が特に重
大な影響が認められ、かつ、
対策の緊急性が高い
と評価。

ポイント

令和2年12月

気候変動影響評価報告書
公表

分野ごとの主な影響の例

令和２年７月豪雨による
土砂災害

（写真：国土交通省HP）

報告

少ない 多い

2000年 2050年 2100年

日本海におけるスルメイカの分布予測図（7月）

少ない 多い

2000年 2050年 2100年

日本海におけるスルメイカの分布予測図（7月）

少ない 多い

2000年 2050年 2100年

日本海におけるスルメイカの分布予測図（7月）

デング熱等を媒介する
ヒトスジシマ蚊の生息域北限の推移

日本海におけるスルメイカの
分布予測（７月）

【農林水産業】
・コメの収量・品質低下（一等米比率の低下等）
・回遊性魚類の分布域が変化（スルメイカ、サンマ
の漁場縮小等）
【水環境・水資源、自然災害・沿岸域】
・大雨の発生頻度の上昇、広域化により、
土砂災害の発生頻度増加。
【自然生態系】
・夏期の高⽔温による珊瑚の大規模な白化
【健康】
・熱中症による搬送者数、死亡者数が全国的に
増加（2018年に1500名死亡）
・ヒトスジシマカ（デング熱を媒介）等の感染症媒介
生物の生息域が拡大。
【産業・経済活動、国民生活・都市生活】
・災害保険金の支払増加による保険会社の経営への影響、
農作物の品質悪化等による食料品製造業への悪影響、
スキー場での積雪不足等によるレジャー産業への悪影響
・気候変動による紛争リスク等、安全保障への影響
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気候変動適応計画の概要 令和３年10月22日閣議決定
（令和5年5月30日一部変更）

目標

基本戦略

1 あらゆる関連施策に気候変動適応を組み込む

2 科学的知見に基づく気候変動適応を推進する

3 我が国の研究機関の英知を集約し、情報基盤を整備する

地域の実情に応じた気候変動適応を推進する

国民の理解を深め、事業活動に応じた気候変動適応を促進する

6 開発途上国の適応能力の向上に貢献する

7 関係行政機関の緊密な連携協力体制を確保する

国民事業者

政府

地方公共団体

・適応の率先実施
・多様な関係者の
適応促進

・地域の適応の推進
・地域の関係者の
適応促進

・適応行動の実施
・適応施策への協力

・事業に応じた
適応の推進
・適応ビジネスの推進

国立環境研究所
・適応の情報基盤の整備
・地方公共団体等の

技術的援助

基本的役割

５

４

気候変動影響による被害の防止・軽減、国民の生活の
安定、社会・経済の健全な発展、自然環境の保全及び
国土の強靱化を図り、安全・安心で持続可能な社会を
構築することを目指す  

７つの基本戦略の下、関係府省庁が緊密に
連携して気候変動適応を推進

計画期間 今後おおむね５年間
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気候変動の影響と適応策（分野別の例）

影響 高温によるコメの品質低下
適応策 高温耐性品種の導入

影響 土石流等の発生頻度の増加
適応策 砂防堰堤の設置等

影響 洪⽔の原因となる大雨の増加
適応策 「流域治⽔」の推進

影響 灌漑期における地下⽔位の低下
適応策 地下⽔マネジメントの推進等

影響 造礁ｻﾝｺﾞ生育海域消滅の可能性
適応策 順応性の高いサンゴ礁生態系の保全

影響 熱中症による死亡リスクの増加
適応策 高齢者への予防情報伝達

影響 様々な感染症の発生リスクの変化
適応策 気候変動影響に関する知見収集

影響 安全保障への影響
適応策 影響最小限にする視点での施策推進

PDCAサイクルの下、分野別・基盤的施策に関するKPIの設定、国・地方自治体・国民の各レベルで気候変動適応を
定着・浸透させる観点からの指標(*)の設定等による進捗管理を行うとともに、適応の進展状況の把握・評価を実施
(*)分野別施策KPI（大項目）の設定比率、地域適応計画の策定率、地域適応センターの設置率、適応の取組内容の認知度など

進捗管理

気候変動適応に関する基盤的施策

• 気候変動等に関する科学的知見の充実及
びその活用

• 気候変動等に関する情報の収集、整理、分
析及び提供を行う体制の確保

• 地方公共団体の気候変動適応に関する施
策の促進

• 事業者等の気候変動適応及び気候変動適
応に資する事業活動の促進

• 気候変動等に関する国際連携の確保及び
国際協力の推進

熱中症対策実行計画
に関する基本的事項

実行計画の目標及び期間、実行計画に定める施策や取組（関係者の基本的役割、熱中症対策に関
する具体的施策、熱中症対策の推進体制並びに実行計画の見直し及び評価等）を定める旨を規定

国
民
生
活
・

都
市
生
活

影響 インフラ・ライフラインへの影響
適応策 施設やシステムの強靱化

グリーンインフラの活用等
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気候変動適応推進会議

議長

環境大臣

国
土
交
通
省

経
済
産
業
省

農
林
水
産
省

厚
生
労
働
省

文
部
科
学
省

財
務
省

外
務
省

総
務
省

金
融
庁

内
閣
府

内
閣
官
房

環境大臣を議長とし、関係府省庁により構成される
「気候変動適応推進会議」を設置

副議長

環境副大臣

環
境
省

気候変動適応推進会議

関係府省庁間で緊密な連携体制を構築。
政府が率先して、総合的・計画的に気候変動適応に関する施策を推進します。

政府の取組

※庶務は環境省において行う。

構成員

防
衛
省

第２回会合から参画

第一回 ：平成30年12月３日
第二回 ：令和元年11月25日
第三回 ：令和２年９月11日
第四回 ：令和３年３月24日(書面開催)

第五回 ：令和３年８月20日
第六回 ：令和４年６月10日
合同会議※：令和５年５月29日

※気候変動適応推進会議・熱中症対策推進会議合同会議
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各都道府県・市町村でも「地域気候変動適応計画」を策定

・気候変動の影響は地域により異なるため、地域の実情に応じた適応の取組をすることが重要

・2023年9月30日現在、239自治体(47都道府県、19政令市、173市区町村)が策定

※気候変動適応情報プラットフォーム調べ

地域の情報拠点 「地域気候変動適応センター」の立ち上げ

・地域における気候変動影響や適応に関する情報収集、整理、分析、提供等を行う拠点。

・2023年9月30日現在、59センター※（41都道府県 3政令市 16市区町村）で確保

※センター数は、複数の地方公共団体が共同で設置した場合は１件とカウントしているため、自治体数の合計とは一致しません。

地域ごとに「気候変動適応広域協議会」を設置 ※庶務は各地方環境事務所が行う

・ブロック内の地方公共団体、国の地方支分部局、研究機関、事業者等が、県境を越えた広域の連携体制を構築

・地域内の共通の気候変動影響や、適応を進める上で共通の課題を共有し、地域における気候変動適応を効果的に推進

気候変動影響は、地域の地形や社会経済状況などによって様々
地域の特徴に応じたきめ細やかな適応を推進します

地方公共団体
の取組

政府の取組

拠点の確保

都道府県・市町村 情報提供、技術的助言

気候変動適応広域協議会 【北海道、東北、関東、中部、近畿、中国四国、九州・沖縄の７ブロック】

国の地方支分部局 企業、市民団体等

協力の要請

資料・説明等

国の調査研究機関等

国立環境研究所
気候変動適応センター

地域気候変動
適応センター

(都道府県・市町村ごと)

地域における気候変動適応の推進
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環境省における流域治水に関連する取組状況について
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気候変動による災害激甚化に関する影響評価
＜気候変動による災害激甚化に係る適応の強化事業（R2年度～）＞

非常に強い勢力で四国・関西地
域に上陸
大阪府田尻町関空島（関西空港）で
は最大風速46.5メートル
大阪府大阪市で最高潮位 329cm

平成30年 台風21号

関西国際空港の滑走路の浸水・閉鎖、航
空機や船舶の欠航、鉄道の運休等の交通
障害、断水や停電、電話の不通等ライフラ
インへの被害が発生

令和元年 台風19号
大型で強い勢力で関東地域に上陸
東京都江戸川臨海では最大瞬間風速
43.8メートル
箱根町では、総雨量が1000ミリを超える

関東地域を中心に、堤防決壊140カ所、土砂
災害発生962件（2019年1月29日現在）

半日の間に13都県に対して大雨特別警報が
発表される（過去最多）

気候変動により、気象災害のさらなる激甚化が懸念されている
適応策の強化は喫緊の課題

令和元年台風19号（ひまわり８号赤外画像、気象庁提供）平成30年台風21号 大阪府咲洲庁舎周辺の車両被害（写真撮影：大阪府職員）

• スーパーコンピュータ等を用いて将来の気候変動をふまえた
台風の影響評価

• 国、自治体、企業等が適切な適応策を実施するために必
要となるデータを整備

※イメージ（台風情報の表示例、気象庁HPより）

海⽔温の上昇 台風の強大化 災害リスクの増加 各分野への影響

農林⽔産業

自然生態系

健康

国民生活

経済活動

など

台風による影響が、温暖化によりどのように変化するのか
令和元年東日本台風および平成30年台風第21号を例に検証。

今後は、平成30年7月豪雨を対象として検証予定。 70



勢力を増す台風 2023 ~我々はどのようなリスクに直面しているのか~

◼ 環境省「気候変動による災害激甚化に係る適応の強化事業」の成果を2023年7月に公表。

◼ 地球温暖化が進行した世界では、台風がより発達した状態で上陸する可能性が示された。また、
中心気圧が実際の台風に比べて低下するとともに、降水量が増加し河川での氾濫のリスクが高
まることや、風が強まることで風害や沿岸や河川の河口付近での高潮による浸水のリスクが高ま
ることが示された。

近年、台風や大雨による気象災害が毎年のように発生し、生活環境や企業活動
に大きな影響をもたらしています。その原因の一つとして地球温暖化があると言われ
ています。地球温暖化に伴い、強度の強い熱帯低気圧の割合は現在よりも増すこ
とが、IPCC報告書でも指摘されています。環境省では、甚大な被害をもたらした令
和元年東日本台風や平成30年台風第21号を例に、地球温暖化が進行し、世
界平均気温が工業化以前に比べて2℃、4℃上昇した場合にどのような影響をも
たらすようになるのか、スーパーコンピュータを活用して予測しました。気候変動の身
近なリスクを知っていただき、今後の気象災害対策や気候変動への適応策を考え
るきっかけとしていただければ幸いです。

気候変動への適応策を考えるきっかけに 

ダウンロードは
こちらから

https://www.env.go.jp/content/000147982.pdf
環境省HP 2023年07月21日 報道発表
「気候変動による災害激甚化に関する影響評価結果について ～地球温暖化が進行した将来の台風の姿～」

https://www.env.go.jp/press/press_01913.html

行政機関や企業において、本事業で行ったシミュレーション結果（各モデルのローデータ等）を、
気候変動影響分析・評価や適応策の検討に活用したいとお考えの方は、環境省までご一報ください。71
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生態系を活用した防災・減災（Eco-DRR）

• Eco-DRRは、NbS（※）のなかでも、「暴露の回避」と「脆弱性の低減」により災害から人命・財産を守るととも
に、かく乱環境の保全により多様な生物を育み、生物多様性保全との相乗効果をもたらす取組。

• Eco-DRRの考え方は、環境基本計画等の各種閣議決定文書に位置付けられている。環境省では、基本的な考え方を
整理した手引き等を策定し、生態系が有する機能を示すポテンシャルマップの作成・活用を推進。

• 生物多様性条約COP15第二部（2022年）で採択された「昆明・モントリオール生物多様性枠組」にも、このNbS
の考え方が位置づけられている。

森林保全による斜面崩壊の防止

遊水地や水田、保全・再生され
た湿地の活用による洪水緩和

緑地の確保による雨水浸透
の促進、浸水被害の緩和

Eco-DRRの例

〇手引き・事例集の作成

• 水が貯まりやすい場所や生物多様性
保全上重要な場所や土地利用・地形
・土壌等の様々な情報の重ね合わせ
によりEco-DRRの適地を示す「生
態系保全・再生ポテンシャルマップ
」を作成し、その活用を推進。

• 自治体等による災害に強く自然と調
和した地域作りにつなげるため、本
マップの作成・活用方法の手引きと
全国規模のベースマップをR5年３
月に公開。

• 実装に向けた参考として、生態系の
区分（湖沼、海岸、農地、森林、都
市）ごとに事例紹介（2019年）

• Eco-DRRの概念等の基礎的
情報を解説（2016年）

環境省の取組

〇ポテンシャルマップの作成・活用

（※）自然を活用した解決策（Nature-based Solutions: NbS）：自然が有する機能を持続可能に利用し、多様な社会的課題の解決につなげる考え方。
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30by30ロードマップ
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◼環境省では「民間の取組等によって生物多様性の保全が図られている区域」を自然共生サイト

として認定する仕組みを令和５年度より開始。

◼今般、初めての大臣認定となる122か所を決定（10月６日公表）

◼「令和５年中に100か所以上の認定」を目標としていたが、多くの民間企業等から強い関心が

示され、１回目の申請受付によって達成することになった。

※令和５年10月25日には、都内で認定証授与式を開催。

※令和５年度後期分の申請受付はすでに終了。

＜今回認定予定の自然共生サイトの例＞

アサヒの森 甲野村山（アサヒグループホールディングス株式会社）

【場所：広島県庄原市、面積：408ha】

•アサヒグループホールディングス（株）が「100年以上の人工林」・「生
物多様性が豊かな森」を目指した森林施業を実施。これにより、水源涵養
や土砂災害防止、CO2吸収のような多面的な機能を有する健全な森林生態
系が維持されている。

•植物274種、鳥類40種など多様な生き物の生育、生息の場になっている。

こ う の む ら や ま

阪南セブンの海の森（一般財団法人セブンイレブン記念財団）

【大阪府阪南市、面積：37 ha】

•大阪府下では唯一の半自然海岸の浅場が広がっている場所。
•セブンイレブン記念財団や、行政、漁業者、阪南市内の全小学校などの関
係者が連携しながら、アマモ場を保全するための取組を実施。

•アマモ場は、魚類、底生生物などの多種多様な生物が生息し、豊かな海を
もたらす。生物多様性の保全のみならず、水質の改善やCO2を吸収する
ブルーカーボン生態系としても期待。

阪南セブンの海の森
（大阪府）

アサヒの森 甲野村山
（広島県）

自然共生サイトの認定状況について
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資料2-8
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